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金融庁告示第７号に基づき、2023 年３月期末の自己資本の状況について以下のとおり開示します。
自己資本の充実の状況等（バーゼルⅢ第３の柱）

自己資本の構成に関する開示事項....................................55
定性的な開示事項
・連結の範囲に関する事項.........................................57
・自己資本調達手段の概要.........................................57
・連結グループの自己資本の充実度に.
　関する評価方法の概要.............................................57
・信用リスクに関する事項.........................................57
・信用リスク削減手法に関するリスク.
　管理の方針及び手続の概要.....................................57

・派生商品取引及び長期決済期間取引.
　の取引相手のリスクに関するリスク.
　管理の方針及び手続の概要.....................................57
・証券化エクスポージャーに関する事項.....................58
・オペレーショナル・リスクに関する事項......................58
・出資等又は株式等エクスポージャーに.
　関するリスク管理の方針及び.
　手続の概要................................................................58
・金利リスクに関する事項.........................................58

定量的な開示事項
　〈連結情報〉
・その他金融機関等であって銀行の子.
　法人等であるもののうち、自己資本.
　比率規制上の所要自己資本を下回った.
　会社の名称と所要自己資本を下回った.
　額の総額....................................................................59
・自己資本の充実度に関する事項.............................59
・信用リスクに関する事項.........................................61
・信用リスク削減手法に関する事項.........................63
・派生商品取引及び長期決済期間取引.
　の取引相手のリスクに関する事項.........................64
・証券化エクスポージャーに関する事項.....................65
・出資等又は株式等エクスポージャーに.
　関する事項................................................................65
・.リスク・ウェイトのみなし計算.
又は信用リスク・アセットのみなし計算が.
適用されるエクスポージャーの額.........................66

・金利リスクに関する事項.........................................66

　〈単体情報〉
・自己資本の充実度に関する事項.............................67
・信用リスクに関する事項.........................................69
・信用リスク削減手法に関する事項.........................71
・派生商品取引及び長期決済期間取引.
　の取引相手のリスクに関する事項.........................72
・証券化エクスポージャーに関する事項.....................73
・出資等又は株式等エクスポージャーに.
　関する事項................................................................73
・.リスク・ウェイトのみなし計算.
又は信用リスク・アセットのみなし計算が.
適用されるエクスポージャーの額.........................74
・金利リスクに関する事項.........................................74
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自己資本の構成に関する開示事項
（連結）.

項　　　　　　　目 2023年3月末 2022年3月末
コア資本に係る基礎項目（1）
普通株式又は強制転換条項付優先株式に係る株主資本の額 267,316 267,799
うち、資本金及び資本剰余金の額 72,674 72,674
うち、利益剰余金の額 200,383 199,208
うち、自己株式の額（△） 3,418 1,799
うち、社外流出予定額（△） 2,323 2,283
うち、上記以外に該当するものの額 — —

コア資本に算入されるその他の包括利益累計額 △.398 △.546
うち、為替換算調整勘定 — —
うち、退職給付に係るものの額 △.398 △.546

普通株式又は強制転換条項付優先株式に係る新株予約権の額 — —
コア資本に係る調整後非支配株主持分の額 — —
コア資本に係る基礎項目の額に算入される引当金の合計額 9,722 9,719
うち、一般貸倒引当金コア資本算入額 9,722 9,719
うち、適格引当金コア資本算入額 — —

適格旧非累積的永久優先株の額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額 — —
適格旧資本調達手段の額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額 — —
公的機関による資本の増強に関する措置を通じて発行された資本調達手段の額のうち、
コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額 — —
土地再評価額と再評価直前の帳簿価額の差額の四十五パーセントに相当する額のうち、
コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額 — —
非支配株主持分のうち、経過措置によりコア資本に係る基礎項目の額に含まれる額 — —
コア資本に係る基礎項目の額. （イ） 276,640 276,972
コア資本に係る調整項目（2）
無形固定資産（モーゲージ・サービシング・ライツに係るものを除く。）の額の合計額 3,253 3,381
うち、のれんに係るもの（のれん相当差額を含む。）の額 — —
うち、のれん及びモーゲージ・サービシング・ライツに係るもの以外の額 3,253 3,381

繰延税金資産（一時差異に係るものを除く。）の額 461 323
適格引当金不足額 — —
証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額 — —
負債の時価評価により生じた時価評価差額であって自己資本に算入される額 — —
退職給付に係る資産の額 — —
自己保有普通株式等（純資産の部に計上されるものを除く。）の額 0 0
意図的に保有している他の金融機関等の対象資本調達手段の額 — —
少数出資金融機関等の対象普通株式等の額 — —
特定項目に係る十パーセント基準超過額 — —

うち、その他金融機関等の対象普通株式等に該当するものに関連するものの額 — —
うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額 — —
うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額 — —

特定項目に係る十五パーセント基準超過額 — —
うち、その他金融機関等の対象普通株式等に該当するものに関連するものの額 — —
うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額 — —
うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額 — —

コア資本に係る調整項目の額. （ロ） 3,715 3,705
自己資本
自己資本の額（（イ）－（ロ））. （ハ） 272,924 273,267
リスク・アセット等（3）
信用リスク・アセットの額の合計額 2,850,006 2,747,832
うち、経過措置によりリスク・アセットの額に算入される額の合計額 — —
うち、他の金融機関等向けエクスポージャー — —
うち、上記以外に該当するものの額 — —

マーケット・リスク相当額の合計額を八パーセントで除して得た額 — —
オペレーショナル・リスク相当額の合計額を八パーセントで除して得た額 98,000 96,427
信用リスク・アセット調整額 — —
オペレーショナル・リスク相当額調整額 — —
リスク・アセット等の額の合計額. （ニ） 2,948,007 2,844,259
連結自己資本比率
連結自己資本比率（（（ハ）／（ニ））） 9.25% 9.60%

（単位：百万円）

本項において、「自己資本比率告示」とは金融庁告示第 19 号を指しております。
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自己資本の構成に関する開示事項
（単体）.

項　　　　　　　目 2023年3月末 2022年3月末
コア資本に係る基礎項目（1）
普通株式又は強制転換条項付優先株式に係る株主資本の額 255,594 256,069
うち、資本金及び資本剰余金の額 65,412 65,412
うち、利益剰余金の額 195,923 194,740
うち、自己株式の額（△） 3,418 1,799
うち、社外流出予定額（△） 2,323 2,283
うち、上記以外に該当するものの額 — —

普通株式又は強制転換条項付優先株式に係る新株予約権の額 — —
コア資本に係る基礎項目の額に算入される引当金の合計額 9,074 8,970
うち、一般貸倒引当金コア資本算入額 9,074 8,970
うち、適格引当金コア資本算入額 — —

適格旧非累積的永久優先株の額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額 — —
適格旧資本調達手段の額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額 — —
公的機関による資本の増強に関する措置を通じて発行された資本調達手段の額のうち、
コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額 — —

土地再評価額と再評価直前の帳簿価額の差額の四十五パーセントに相当する額のうち、
コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額 — —

コア資本に係る基礎項目の額. （イ） 264,668 265,039
コア資本に係る調整項目.（2）
無形固定資産（モーゲージ・サービシング・ライツに係るものを除く。）の額の合計額 3,056 3,174
うち、のれんに係るものの額 — —
うち、のれん及びモーゲージ・サービシング・ライツに係るもの以外の額 3,056 3,174

繰延税金資産（一時差異に係るものを除く。）の額 — —
適格引当金不足額 — —
証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額 — —
負債の時価評価により生じた時価評価差額であって自己資本に算入される額 — —
前払年金費用の額 — —
自己保有普通株式等（純資産の部に計上されるものを除く。）の額 0 0
意図的に保有している他の金融機関等の対象資本調達手段の額 — —
少数出資金融機関等の対象普通株式等の額 — —
特定項目に係る十パーセント基準超過額 — —
うち、その他金融機関等の対象普通株式等に該当するものに関連するものの額 — —
うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額 — —
うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額 — —

特定項目に係る十五パーセント基準超過額 — —
うち、その他金融機関等の対象普通株式等に該当するものに関連するものの額 — —
うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額 — —
うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額 — —

コア資本に係る調整項目の額. （ロ） 3,056 3,175
自己資本
自己資本の額（（イ）－（ロ））. （ハ） 261,612 261,864
リスク・アセット等（3）
信用リスク・アセットの額の合計額 2,827,903 2,726,376
うち、経過措置によりリスク・アセットの額に算入される額の合計額 — —
うち、他の金融機関等向けエクスポージャー — —
うち、上記以外に該当するものの額 — —

マーケット・リスク相当額の合計額を八パーセントで除して得た額 — —
オペレーショナル・リスク相当額の合計額を八パーセントで除して得た額 92,956 91,524
信用リスク・アセット調整額 — —
オペレーショナル・リスク相当額調整額 — —
リスク・アセット等の額の合計額. （ニ） 2,920,859 2,817,900
自己資本比率
自己資本比率（（（ハ）／（ニ））） 8.95% 9.29%

（単位：百万円）
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定性的な開示事項
■連結の範囲に関する事項
●自己資本比率告示第二十六条の規定により連結自己資本比率を算出する対象となる会社の
集団（以下「連結グループ」という。）に属する会社と会計連結範囲に含まれる会社との相違
点及び当該相違点が生じた原因
. 連結グループに属する会社と会計連結範囲に含まれる会社に相違点はありません。

●連結グループのうち、連結子会社の数並びに主要な連結子会社の名称及び主要な業務の内容
. 連結グループに属する連結子会社は11社です。

名　称 主要な業務の内容

南都マネジメントサービス株式会社 子会社の管理業務、不動産賃貸・.
管理業務、職業紹介業務

南都ビジネスサービス株式会社 銀行の事務代行等業務
南都信用保証株式会社 信用保証業務
南都リース株式会社 リース業務
南都コンピュータサービス株式会社 ソフトウエア開発等業務
南都ディーシーカード株式会社 クレジットカード業務、信用保証業務
南都カードサービス株式会社 クレジットカード業務、信用保証業務
南都コンサルティング株式会社 コンサルティング業務
なんとチャレンジド株式会社 銀行の事務代行等業務
南都まほろば証券株式会社 金融商品取引業務
南都キャピタルパートナーズ株式会社 投資業

●自己資本比率告示第三十二条が適用される金融業務を営む関連法人等の数並びに当該金融
業務を営む関連法人等の名称、貸借対照表の総資産の額及び純資産の額並びに主要な業務の
内容
. 該当ありません。

●連結グループに属する会社であって会計連結範囲に含まれないもの及び連結グループに属
しない会社であって会計連結範囲に含まれるものの名称、貸借対照表の総資産の額及び純資
産の額並びに主要な業務の内容
. 該当ありません。

●連結グループ内の資金及び自己資本の移動に係る制限等の概要
. 制限等はありません。

■自己資本調達手段（その額の全部又は一部が、自己資本比
率告示第二十五条の算式におけるコア資本に係る基礎項目の
額に含まれる資本調達手段をいう。）の概要
自己資本調達手段
（2023年３月末）

自己資本調達手段 概　要

普通株式 完全議決権株式
コア資本に係る基礎項目に算入された額：61,994百万円

■連結グループの自己資本の充実度に関する評価方法の概要
. . 　当行では、銀行の健全性の指標である自己資本比率について、四半期ごとに算出し、
自己資本比率の変動要因分析等により、自己資本充実度を評価しております。

. . 　また、「統合リスク管理」の手法により当行が直面するさまざまなリスクを計量化し、
そのリスク量と自己資本とを定期的に比較することにより、各リスクのコントロール及
び各リスクに応じた自己資本充実度の評価を実施しております。

. . 　自己資本充実度の評価については、定期的に開催されるＡＬＭ委員会等を通じて、自
己資本配分額の見直しや必要な資本施策の検討等、適時に適切な自己資本運営を行う態
勢としており、この自己資本管理態勢を十分に機能させることにより、適正なリスクコ
ントロールによる経営の健全性の確保及び資本の有効活用による収益性の向上を図って
おります。

. . 　なお、連結子会社については、新たな収益機会への挑戦やリスクに対する備えのため
内部留保による自己資本の充実に努めております。

■信用リスクに関する事項
●リスク管理の方針及び手続の概要
（信用リスク管理の基本方針）
. . 　当行では、適正な資産の自己査定、信用格付を通じて、与信先毎の信用リスクを客観
的に把握し、過大な信用リスクを回避するとともに、収益とリスクのバランスがとれた
与信業務の遂行を図っております。また、特定の与信先・業種等への与信集中を回避し、
健全かつ適切な与信ポートフォリオの構築をめざしております。

. . 　貸出全体のポートフォリオ管理を行うため業種や格付グループなどのセグメント分析、
将来起こりうる損失額を統計的な手法を用いて計測する「信用リスクの計量化」の評価
結果を定期的にＡＬＭ委員会に報告しております。

. . 　なお、連結子会社については各社毎に「リスク管理規程」を制定し、その中で信用リ
スクが所在する会社では適正な資産査定を通じて過大な信用リスクを回避するとともに、
収益とリスクのバランスがとれた与信業務の遂行を行っております。

（貸倒引当金の計上基準）
. . 　当行の貸倒引当金は、予め制定した償却・引当基準に則り、次のとおり計上しており
ます。

. . 　破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下「破綻先」という。）
に係る債権及びそれと同等の状況にある債務者（以下「実質破綻先」という。）に係る債
権については、以下のなお書きに記載されている直接減額後の帳簿価額から、担保の処
分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額を計上しております。
また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められ
る債務者に係る債権については、債権額から将来キャッシュ・フロー見積額又は担保の

処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち、債務者の支
払能力を総合的に判断し必要と認める額を計上しております。上記以外の債務者に係る
債権については、主として今後１年間の予想損失額又は今後３年間の予想損失額を見込
んで計上しており、予想損失額は、１年間又は３年間の貸倒実績を基礎とした貸倒実績
率の過去の一定期間における平均値に基づき損失率を求め、これに将来見込み等必要な
修正を加えて地域別に算定しております。

. . 　すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、
当該部署から独立した資産監査部署が査定結果を監査しております。

. . 　なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担
保の評価額及び保証による回収が可能と認められる額を控除した残額を原則、取立不能
見込額として債権額から直接減額しております。

. . 　連結される子会社の貸倒引当金は、一般債権については過去の貸倒実績率等を勘案し
て必要と認めた額を、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を勘案
し、回収不能見込額をそれぞれ計上しております。

（偶発損失引当金の計上基準）
. . 　偶発損失引当金は、責任共有制度に基づく信用保証協会への負担金の支払等に備える
ため、対象債権に対する予想負担率に基づき算定した将来の支払見積額を計上しており
ます。

●標準的手法が適用されるポートフォリオについて
（リスク・ウェイトの判定に使用する適格格付機関等の名称）
. . 　当行では、リスク・ウェイトの判定については、株式会社日本格付研究所（JCR）、株
式会社格付投資情報センター（R&I）、ムーディーズ・インベスターズ・サービス
（Moody s̓）、S&Pグローバル・レーティング（S&P）、フィッチレーティングス（Fitch）
の適格格付機関５社を使用しております。

（エクスポージャーの種類ごとのリスク・ウェイトの判定に使用する適格格付機関等の名称）
証券化エクスポージャー及びファン
ドを除く全てのエクスポージャー JCR、R&I、Moody s̓、S&P

証券化エクスポージャー、ファンド JCR、R&I、Moody s̓、S&P、Fitch

■信用リスク削減手法に関するリスク管理の方針及び手続の概要
（信用リスク削減手法とは）
. . 　当行では、自己資本比率の算出において、自己資本比率告示に基づく「信用リスク削
減手法」として「包括的手法」を適用しております。信用リスク削減手法とは、当行が
抱える信用リスクを削減するための措置であり、担保、保証、クレジット・デリバティ
ブ、貸出金と預金との相殺が該当します。

. . ..「包括的手法」とは、担保価値を調整（担保となっている金融資産の価格変動によって
担保の価値が減少するリスクを勘案）したうえで、エクスポージャーの額から差し引く
ことによって信用リスク削減効果を反映する手法です。

（方針及び手続の概要等）
. . 　エクスポージャーの信用リスク削減手法として有効に認められる適格金融資産担保に
ついては、当行が定める「自己資本比率算定規程」「信用リスク削減手法に関する要領」
等に基づいて、評価及び管理を行っております。主な担保の種類としては、現金、自行
預金、日本国政府又は我が国の地方公共団体又は金融機関が発行する債券、上場会社の
株式を適格金融資産担保として取り扱っております。

. . 　保証及びクレジット・デリバティブについては、「自己資本比率算定規程」「信用リス
ク削減手法に関する要領」等にて、要件や算出方法を定めております。日本国政府、外
国中央政府、我が国の地方公共団体及び金融機関の保証や適格格付機関が格付を付与し
ている保証会社等の保証が主体となっております。

. . 　貸出金と自行預金の相殺にあたっては、「自己資本比率算定規程」「信用リスク削減手
法に関する要領」等にて、相殺の条件を定めております。債務者の担保（総合口座を除く）
登録のない定期預金を対象としております。

（信用リスク削減手法の適用に伴う信用リスクの集中）
. . 　信用リスク削減手法の適用に用いる適格金融資産担保や保証については、特定の個社
や業種等に偏ることなく分散しております。

（その他担保の取扱）
. . 　当行では、上記以外の主な債権保全策として、不動産担保、売掛債権担保等を利用し
ております。

. . 　なお、連結子会社では、保証会社において不動産担保を利用しております。

■�派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに
関するリスク管理の方針及び手続の概要

（派生商品取引）
. . 　当行では、対顧客向けの派生商品取引（為替予約、金利スワップ、クーポンスワップ）
にかかる取引相手の信用リスクに関しては、オンバランス取引と合算してオン・オフ一
体で管理し、保全や引当の算定を行っております。

. . 　対金融機関向けの派生商品取引については、取引先金融機関の信用度に応じた与信限
度額を設定し、与信額を管理しております。対金融機関向けの派生商品取引にかかる保
全や引当の算定は行っておりませんが、主要な取引先金融機関との間では、ＣＳＡ契約
（担保条項に基づき取引相手からの受信額に応じて相互に担保を提供する契約）を締結し
ています。同契約に基づき相手先に対して担保を提供する義務が発生しますが、担保提
供に適格な有価証券等を潤沢に保有していることから、派生商品取引を継続して行うの
に支障はないと考えております。

（長期決済期間取引）
. . 　長期決済期間取引にかかる取引相手のリスクに関しては、決済履行の可能性等につい
て個別に判断しております。
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定性的な開示事項
■証券化エクスポージャーに関する事項
●リスク管理の方針及びリスク特性の概要
　当行は投資家として証券化取引（除く再証券化取引）に対する投融資を行っております。
なお、オリジネーターとして保有資産の証券化に関与しておらず、また、関与する予定はご
ざいません。
　証券化エクスポージャーは信用リスク及び金利リスク等を有しますが、これは貸出金や有
価証券等の取引により発生するものと基本的に変わるものではないと認識しております。従
いまして、当行は証券化取引を他の貸出金や有価証券と同じリスク管理の枠組みの中で管理
を行う体制としております。

●自己資本比率告示第二百四十八条第一項第一号から第四号までに規定する体制の整備及
びその運用状況の概要
　当行は証券化取引において包括的なリスク特性及びパフォーマンスにかかる情報等につい
て、定期的にモニタリングを行っております。

●信用リスク削減手法として証券化取引を用いる場合の方針
　当行では信用リスク削減手法として用いる証券化取引は該当ありません。

●信用リスク・アセットの額の算出に使用する方式の名称
　当行は証券化エクスポージャーの信用リスク・アセット額の算出に際し、適格格付機関の
格付が付与されている場合は「外部格付準拠方式」を、それ以外は「標準的手法準拠方式」
を使用しております。

●証券化エクスポージャーのマーケット・リスク相当額の算出に使用する方式の名称
　マーケット・リスク相当額を算出しておりません。

●連結グループが証券化目的導管体を用いて第三者の資産に係る証券化取引を行った場合
における当該証券化目的導管体の種類及び当該連結グループが当該証券化取引に係る証券化
エクスポージャーを保有しているかどうかの別
　該当ありません。

●連結グループの子法人等（連結子法人等を除く。）及び関連法人等のうち、当該連結グル
ープが行った証券化取引（連結グループが証券化目的導管体を用いて行った証券化取引を含
む。）に係る証券化エクスポージャーを保有しているものの名称
　該当ありません。

●証券化取引に関する会計方針
　当行では証券化取引に関して、「金融商品に関する会計基準」に従い、会計処理を実施す
ることとしております。

●証券化エクスポージャーの種類ごとのリスク・ウェイトの判定に使用する適格格付機関
の名称
　当行では、証券化エクスポージャーのリスク・ウェイトの判断については、株式会社日本
格付研究所（JCR）、株式会社格付投資情報センター（R&I）、ムーディーズ・インベスター
ズ・サービス（Moody’s）、S&Pグローバル・レーティング（S&P）、フィッチレーティン
グス（Fitch）の適格格付機関５社を使用することとしております。
　なお、証券化エクスポージャーの種類による格付機関の使い分けは行っておりません。

●内部評価方式を用いている場合の概要
　内部評価方式を用いておりません。

●定量的な情報に重要な変更が生じた場合の概要
　重要な変更はありません。

■オペレーショナル･リスクに関する事項
●リスク管理の方針及び手続の概要
　オペレーショナル･リスクとは、業務の過程、役職員（パートタイマー、派遣社員等を含
む）の活動もしくはシステムが不適切であることまたは外生的な事象により、当行が損失を
被るリスクをいいます。
　当行では、オペレーショナル･リスクとして、事務リスク、システムリスク、法務リスク、
人的リスク、有形資産リスク、風評リスクを、各担当部が専門的な立場から管理しておりま
す。
　なお、連結子会社については、各社の業務内容に応じた正確なリスクの把握と適正な管理
によって、経営の健全性・適切性の確保を図っております。
　また、オペレーショナル・リスク管理委員会において、事務事故等の損失情報の収集・分
析結果や潜在的なリスクの管理手法であるCSA（リスクコントロールの自己評価）の分析
結果等の報告を行い、各リスクを一元的に管理し、対応策を組織的に協議することで、重要
性の高いリスクに優先的に対応し、リスクの極小化を図るとともにPDCAサイクルの確立に
努めております。

●オペレーショナル･リスク相当額の算出に使用する手法の名称
　自己資本比率規制上のオペレーショナル･リスク相当額の算出に当たっては、「粗利益配分
手法」を採用しております。

■�出資等又は株式等エクスポージャーに関するリスク管理の方
針及び手続の概要

（リスク管理の方針及び手続き）
　当行では、株式等については純投資目的で保有する｢株式｣と業務・資本提携を含む事
業推進目的で保有する｢政策投資｣に区分して管理しております。
　投資方針や投資金額については、先行きの金利や株価等の見通しに基づく期待収益率、
相場変動リスク及び相関関係等を考慮したうえで、半期毎に運用計画を策定し、ALM委
員会で協議・決定を行っております。
　株式等の価格変動リスクの計測は、VaR（バリュー･アット･リスク）により行ってお

ります。ヒストリカル法、観測期間1,250営業日、信頼水準99％、保有期間については、
予算の運用調達計画の策定サイクル等を反映し、「政策投資」は240営業日、「株式」は
120営業日として計測しております。ALM委員会において、半期毎に自己資本や市場環
境等を勘案してVaRによるリスク限度額を決定し、その限度額を遵守しながら収益の獲
得に努めております。

（評価等重要な会計方針）
　株式等の評価については、子会社株式については移動平均法による原価法、その他有
価証券については時価法（売却原価は移動平均法により算定）、ただし、市場価格のな
い株式等については、移動平均法による原価法により行っております。
　株式等について、会計方針等を変更した場合は財務諸表等規則第８条の３に基づき、
変更の理由や影響額について財務諸表の注記に記載しております。

■金利リスクに関する事項
●リスク管理の方針及び手続の概要
　金利リスクとは、資産と負債の金利または期間のミスマッチが存在している中で金利が変
動することにより、利益が低下ないし損失を被るリスクをいいます。当行では、貸出金・預
金、有価証券等の資産・負債やオフバランス取引等について、ALMの観点から金利リスク
等の市場リスクを総合的に管理しております。
「市場リスク管理規程」において、「経営体力に応じた適切なリスク限度の設定と、市場リ
スクの適切な計測、把握により、過度のリスクテイクを回避するとともに、リスク・リター
ンを勘案した市場部門の効率的な運営に取り組む」ことを基本方針として明記しております。
具体的には、市場リスク管理に関する重要事項の協議・決定機関であるＡＬＭ委員会におい
て、半期毎に自己資本や市場環境等を勘案してVaR（バリュー・アット・リスク）によるリ
スク限度額を決定し、その限度額を遵守しながら収益の獲得に努めております。また、損益
変動額に対して、限度額等を設定し、必要に応じてリスク削減を行うなど損失拡大防止を図
っております。併せて金利上昇時の⊿EVE（金利ショックに対する経済価値の減少額）につ
いて、自己資本の額の一定割合を超えないようモニターを行っています。これら金利リスク
等の市場リスクの状況については、月次でALM委員会に報告しております。
　金利リスクの計測は、VaRについては、ヒストリカル法、観測期間1,250営業日、信頼水
準99％、保有期間120営業日で、貸出金・預金は月次、有価証券は日次で計測しておりま
す。また⊿EVEについては、原資産・負債の通貨を基に通貨毎に定められる金利ショックを
用いて月次で計測しております。なお、連結子会社の金利リスクは軽微と判断し、重要性の
観点から計測対象外としております。.
　金利リスクの状況や金利見通し等を踏まえたヘッジ方針を年1回策定し、ALM委員会にお
いて審議する体制としています。金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッジ会計
の方法は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日
本公認会計士協会業種別委員会実務指針第24号）に規定する繰延ヘッジによっております。
ヘッジ有効性評価の方法については、相場変動を相殺するヘッジについて、ヘッジ対象とな
る貸出金・預金等とヘッジ手段である金利スワップ取引等を一定の（残存）期間毎にグルー
ピングのうえ特定し評価しております。また、キャッシュ・フローを固定するヘッジについ
ては、ヘッジ対象とヘッジ手段の金利変動要素の相関関係の検証により有効性の評価を行っ
ております。

●金利リスクの算定方法の概要
A.. .開示告示に基づく定量的開示の対象となる⊿EVE及び⊿NII（金利ショックに対する金
利収益の減少額）並びに銀行がこれに追加して自ら開示を行う金利リスクに関する事項.

.（a）.流動性預金に割り当てられた金利改定の平均満期

. . . 　2.99年となっております。

.（b）.流動性預金に割り当てられた最長の金利改定満期

. . . 　10年としております。

.（c）.流動性預金への満期の割当て方法（コア預金モデル等）及びその前提

. . . .　金利リスクの算定にあたり、普通預金などの満期のない流動性預金については、コ
ア預金内部モデルを使って、将来預金残高推移を保守的に推計することで実質的な満
期を計測しております。推計にあたっては預金商品及び人格毎の預金残高変化率や市
場金利に対する預金金利の追随率等を考慮しています。推計値については.バックテ
ストを実施するなど、定期的にモデルの検証を行っております。

.（d）.固定金利貸出の期限前償還や定期預金の早期解約に関する前提.　

. . . .　過去の実績データに基づき金融庁が定める保守的な前提を採用しております。

.（e）.複数の通貨の集計方法及びその前提.　

. . . .　⊿EVEについては通貨毎に算出した⊿EVEが正となる通貨のみを単純合算しており
ます。⊿NIIについては、符号に関係なく通貨別の⊿NIIを単純合算しております。

.（f）. スプレッドに関する前提..　

. . . .　割引金利にはスプレッドを含めずリスクフリーレートを使用し、キャッシュ・フロ
ーにはスプレッドを含めて算出しております。

.（g）.内部モデルの使用等、⊿EVE及び⊿NIIに重大な影響を及ぼすその他の前提.　

. . . .　コア預金については、過去の実績データを用いてモデルで推計しているため、実績
値が大きく変動した場合に⊿EVE及び⊿NIIに重大な影響を及ぼす可能性があります。.

.（h）.前事業年度末の開示からの変動に関する説明

. . . .　⊿EVEが最大となる金利ショックは前事業年度末から引き続き下方パラレルシフト
となり、⊿EVEは流動性預金の増加等により前事業年度末から増加しております。

.（i）. 計測値の解釈や重要性に関するその他の説明.　

. . . .　下方パラレルシフトにおける⊿EVEは基準値である自己資本の額の20％を超過し
ておりますが、下方パラレルシフトでは自己資本に与える実質的な影響は軽微であり
ます。

B... .銀行が、自己資本の充実度の評価、ストレス・テスト、リスク管理、収益管理、経営上
の判断その他の目的で、開示告示に基づく定量的開示の対象となる⊿EVE及び⊿NII以
外の金利リスクを計測している場合における、当該金利リスクに関する事項

. . .　⊿EVE及び⊿NII以外にも、VaR、BPV（ベーシス・ポイント・バリュー）、ストレス
テスト等を組み合わせて活用し、多面的なリスクの分析、把握に努めております。なお、
ストレステストの実施にあたっては、過去のストレス事象発生時や仮想シナリオによる
金利変動を基に、金利リスクの影響を定期的に検証し、自己資本の充実度の評価等を行
っております。
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定量的な開示事項

（2022年３月期末）
該当ありません。

（2023年３月期末）
該当ありません。

その他金融機関等（自己資本比率告示第二十九条第六項第一号に規定するその他金融機関
等をいう。）であって銀行の子法人等であるもののうち、自己資本比率規制上の所要自己資
本を下回った会社の名称と所要自己資本を下回った額の総額

〈連結情報〉

●信用リスクに対する所要自己資本の額及びこのうち次に掲げるポートフォリオごとの額

 自己資本の充実度に関する事項

●信用リスクに対する所要自己資本の額　

2022年
3月期末

2023年
3月期末

所要自己
資本の額

所要自己
資本の額

1. 現 金 ― ―
2. 我が国の中央政府及び中央銀行向け ― ―
3. 外国の中央政府及び中央銀行向け 99 1
4. 国 際 決 済 銀 行 等 向 け ― ―
5. 我 が 国 の 地 方 公 共 団 体 向 け ― ―
6. 外国の中央政府等以外の公共部門向け 98 106
7. 国 際 開 発 銀 行 向 け ― ―
8. 地 方 公 共 団 体 金 融 機 構 向 け 65 14
9. 我 が 国 の 政 府 関 係 機 関 向 け 677 585
10. 地 方 三 公 社 向 け ― 2
11. 金融機関及び第一種金融商品取引業者向け 584 673
12. 法 人 等 向 け 48,043 50,012
13. 中小企業等向け及び個人向け 31,163 32,418
14. 抵 当 権 付 住 宅 ロ ー ン 2,574 2,548
15. 不 動 産 取 得 等 事 業 向 け 6,295 6,176
16. 三 月 以 上 延 滞 等 113 106
17. 取 立 未 済 手 形 2 2
18. 信用保証協会等による保証付 477 477
19. 株式会社地域経済活性化支援機構等による保証付 ― ―
20. 出 資 等 1,908 1,857
（うち出資等のエクスポージャー） 1,908 1,857
（うち重要な出資のエクスポージャー） ― ―

21. 上 記 以 外 5,683 5,552
（うち他の金融機関等の対象資本等調達手段のうち対
象普通株式等及びその他外部TLAC関連調達手段に
該当するもの以外のものに係るエクスポージャー）

985 526

（うち特定項目のうち調整項目に算入さ
れない部分に係るエクスポージャー） 1,262 1,407

（うち総株主等の議決権の百分の十を超える議決
権を保有している他の金融機関等に係るその他外
部TLAC関連調達手段に関するエクスポージャー）

― ―

（うち総株主等の議決権の百分の十を超える議決権を保有
していない他の金融機関等に係るその他外部TLAC関連調
達手段のうち、その他外部TLAC関連調達手段に係る五
パーセント基準額を上回る部分に係るエクスポージャー）

― ―

（うち右記以外のエクスポージャー） 3,435 3,618
22. 証 券 化 298 285
（ う ち Ｓ Ｔ Ｃ 要 件 適 用 分 ） ― ―
（ う ち 非 Ｓ Ｔ Ｃ 要 件 適 用 分 ） 298 285

23. 再 証 券 化 ― ―

資産（オン・バランス）項目
（単位：百万円）

2022年
3月期末

2023年
3月期末

所要自己
資本の額

所要自己
資本の額

24. リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャー 8,027 8,840

（ ル ッ ク ・ ス ル ー 方 式 ） 8,027 8,840
（ マ ン デ ー ト 方 式 ） ― ―
（ 蓋 然 性 方 式（ ２ ５ ０ ％）） ― ―
（ 蓋 然 性 方 式（ ４ ０ ０ ％）） ― ―
（フォールバック方式（１,２５０％）） ― ―

25. 経過措置によりリスク・アセットの額に算入されるものの額 ― ―

26.
他の金融機関等の対象資本調達手段に係るエ
クスポージャーに係る経過措置によりリス
ク・アセット額に算入されなかったものの額

― ―

合計（信用リスク・アセットの額） 106,113 109,661
（注）.当行は信用リスク・アセットを標準的手法により算出しております。

012_0550785692307.indd   59012_0550785692307.indd   59 2023/07/24   17:03:532023/07/24   17:03:53



60

自
己
資
本
の
充
実
の
状
況
等  

▼  

定
量
的
な
開
示
事
項

定量的な開示事項

2022年
3月期末

2023年
3月期末

所要自己
資本の額

所要自己
資本の額

1. 任意の時期に無条件で取消可能又は自動的に取消可能なコミットメント ― ―
2. 原契約期間が1年以下のコミットメント 111 134.
3. 短 期 の 貿 易 関 連 偶 発 債 務 1 0.
4. 特 定 の 取 引 に 係 る 偶 発 債 務 60 14.
（うち経過措置を適用する元本補塡信託契約） ― ―

5. Ｎ. Ｉ. Ｆ. 又 は Ｒ. Ｕ. Ｆ ― ―
6. 原契約期間が1年超のコミットメント 1,197 1,045.
7. 内部格付手法におけるコミットメント ― ―
8. 信用供与に直接的に代替する偶発債務 742 787.
（ う ち 借 入 金 の 保 証 ） 147 122.
（ う ち 有 価 証 券 の 保 証 ） ― ―
（ う ち 手 形 引 受 ） ― ―
（うち経過措置を適用しない元本補塡信託契約） ― ―
（うちクレジット・デリバティブのプロテクション提供） 548 577.

9. 買戻条件付資産売却又は求償権付資産売却等（控除後） ― ―
買戻条件付資産売却又は求償権付資産売却等（控除前） ― ―
控 除 額（△） ― ―

10. 先物購入、先渡預金、部分払込株式又は部分払込債券 745 567.
11. 有価証券の貸付、現金若しくは有価証券による担保の提供又は有価証券の買戻条件付売却若しくは売戻条件付購入 111 126.
12. 派生商品取引及び長期決済期間取引 397 738.

カレント・エクスポージャー方式 397 738.
派 生 商 品 取 引 397 738.
外 為 関 連 取 引 280 597.
金 利 関 連 取 引 55 66.
金 関 連 取 引 ― ―
株 式 関 連 取 引 6 5.
貴金属（金を除く）関連取引 ― ―
その他のコモディティ関連取引 34 31.
クレジット・デリバティブ取引
（カウンターパーティー・リスク） 21 37.
一括清算ネッティング契約による与信相当額削減効果（△） ― ―
長 期 決 済 期 間 取 引 ― ―
S A － C C R ― ―
派 生 商 品 取 引 ― ―
長 期 決 済 期 間 取 引 ― ―
期 待 エ ク ス ポ ー ジ ャ ー 方 式 ― ―

13. 未 決 済 取 引 ― ―
14. 証券化エクスポージャーに係る適格なサービサー・.キャッシュ・アドバンスの信用供与枠のうち未実行部分 ― ―
15. 上記以外のオフ・バランスの証券化エクスポージャー ― ―

合 計 3,366 3,415

オフ・バランス取引等項目

●オペレーショナル・リスクに対する所要自己資本の額
（2022年3月期末）

オペレーショナル・リスクに対する所要自己資本の額は3,857百万円であります。なお、当行はオペレーショナル・リスクを粗利益
配分手法により算出しております。

（2023年3月期末）
オペレーショナル・リスクに対する所要自己資本の額は3,920百万円であります。なお、当行はオペレーショナル・リスクを粗利益
配分手法により算出しております。

●連結総所要自己資本額

項　　　　　　　目
2022年3月期末 2023年3月期末

金　　　　　　額 金　　　　　　額
資産（オン･バランス）項目 106,113 109,661
オフ・バランス取引等項目 3,366 3,415
CVAリスク相当額 399 893
中央清算機関関連エクスポージャー 34 29
オペレーショナル・リスク相当額 3,857 3,920

合　　計 113,770 117,920
（注）当行はCVAリスク相当額を簡便的リスク測定方式により算出しております。

（単位：百万円）

（単位：百万円）
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●信用リスクに関するエクスポージャーの期末残高及びエクスポージャーの主な種類別の内訳
●�信用リスクに関するエクスポージャーの期末残高のうち、区分ごとの額及びそれらのエクスポージャーの主な
種類別の内訳

●�三月以上延滞エクスポージャーの期末残高又はデフォルトしたエクスポージャーの期末残高及び区分ごとの内訳

 信用リスクに関する事項

（注）リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャー及び証券化エクスポージャー及び出資等を除いて計上しております。
（※１）貸出金、貸出金にかかる未収収益等与信関連取引
（※２）市場系関連取引
（※３）繰延税金資産等内訳の振り分けができないもの

（2023年3月期末）

区　分

信用リスクエクスポージャー期末残高

合　計 その他（※3） 三月以上延滞
エクスポージャー貸出金等（※1）

コミットメント及
びその他のデリバ 
テ ィ ブ 以 外 の オ
フ・バランス取引

債券等（※2） デリバティブ取引

国 内 6,030,838. 3,934,939. 517,503. 1,513,539. 64,856. 2,050.
国 外 120,496. 10,003. ― 110,484. 8. ―
地 域 別 合 計 6,151,335. 3,944,943. 517,503. 1,624,023. 64,864. 166,821. 2,050.
製 造 業 636,288. 565,521. 30,434. 38,829. 1,503. ―
農 業 ・ 林 業 1,793. 1,793. 0. ― ― ―
漁 業 2,032. 2,032. ― ― ― ―
鉱 業 ・ 採 石 業 ・ 砂 利 採 取 業 10,084. 10,084. ― ― ― ―
建 設 業 141,641. 126,243. 5,881. 9,506. 9. 4.
電 気・ガス・熱供給・水道業 126,141. 110,095. 5,547. 9,510. 988. ―
情 報 通 信 業 16,742. 15,789. 536. 416. ― ―
運 輸 業 ・ 郵 便 業 163,538. 150,085. 4,092. 9,210. 150. ―
卸 売 業 ・ 小 売 業 344,101. 322,620. 3,874. 10,665. 6,941. 156.
金 融 業 ・ 保 険 業 1,828,353. 160,942. 451,723. 1,188,507. 27,180. ―
不 動 産 業 ・ 物 品 賃 貸 業 545,926. 523,905. 9,476. 12,532. 11. 6.
各 種 サ ー ビ ス 業 260,600. 252,341. 3,739. 4,449. 69. 154.
政 府 ・ 地 方 公 共 団 体 914,003. 573,636. ― 340,366. ― ―
そ の 他 1,160,085. 1,129,849. 2,198. 27. 28,009. 1,728.
業 種 別 合 計 6,151,335. 3,944,943. 517,503. 1,624,023. 64,864. 166,821. 2,050.
1 年 以 下 916,705. 663,640. 174,684. 46,309. 32,071.
1 年 超 3 年 以 下 485,809. 428,974. 21,352. 24,049. 11,433.
3 年 超 5 年 以 下 555,636. 496,071. 15,605. 36,539. 7,419.
5 年 超 7 年 以 下 354,102. 281,051. 7,120. 61,430. 4,499.
7 年 超 1 0 年 以 下 596,842. 485,765. 1,676. 104,985. 4,415.
1 0 年 超 1,896,550. 1,571,996. 254. 319,274. 5,025.
期 限 の 定 め の な い も の 1,345,687. 17,443. 296,809. 1,031,433. ―
残 存 期 間 別 合 計 6,151,335. 3,944,943. 517,503. 1,624,023. 64,864. 166,821. 2,050.

（単位：百万円）

〈連結情報〉

（2022年3月期末）

区　分

信用リスクエクスポージャー期末残高

合　計 その他（※3） 三月以上延滞
エクスポージャー貸出金等（※1）

コミットメント及
びその他のデリバ 
テ ィ ブ 以 外 の オ
フ・バランス取引

債券等（※2） デリバティブ取引

国 内 6,607,208. 3,861,980. 635,174. 2,061,231. 48,821. 2,148.
国 外 102,647. 10,003. ― 92,638. 6. ―
地 域 別 合 計 6,709,856. 3,871,983. 635,174. 2,153,869. 48,828. 157,797 2,148.
製 造 業 607,483. 537,184. 28,509. 40,334. 1,453. 5.
農 業 ・ 林 業 1,838. 1,838. 0. ― ― 17.
漁 業 2,043. 2,043. ― ― ― ―
鉱 業 ・ 採 石 業 ・ 砂 利 採 取 業 9,065. 9,065. ― ― ― ―
建 設 業 135,531. 124,720. 5,901. 4,901. 7. ―
電気・ガス・熱供給・水道業 112,852. 90,338. 11,426. 10,140. 947. ―
情 報 通 信 業 16,917. 16,404. 25. 488. ― ―
運 輸 業 ・ 郵 便 業 181,961. 147,398. 2,885. 31,526. 150. ―
卸 売 業 ・ 小 売 業 343,541. 326,078. 3,993. 11,959. 1,510. 26.
金 融 業 ・ 保 険 業 2,344,385. 150,881. 565,287. 1,614,702. 13,513. ―
不 動 産 業 ・ 物 品 賃 貸 業 542,000. 513,961. 8,044. 19,985. 8. 116.
各 種 サ ー ビ ス 業 259,539. 252,898. 2,758. 3,787. 94. 111.
政 府 ・ 地 方 公 共 団 体 1,024,336. 608,317. ― 416,018. ― ―
そ の 他 1,128,359. 1,090,852. 6,341. 24. 31,140. 1,870.
業 種 別 合 計 6,709,856. 3,871,983. 635,174. 2,153,869. 48,828. 157,797 2,148
1 年 以 下 898,531. 654,044. 146,919. 65,213. 32,353.
1 年 超 3 年 以 下 535,932. 389,364. 27,677. 117,068. 1,822.
3 年 超 5 年 以 下 491,449. 450,658. 8,249. 27,485. 5,056.
5 年 超 7 年 以 下 414,129. 332,517. 10,429. 68,060. 3,122.
7 年 超 1 0 年 以 下 700,923. 502,352. 2,009. 193,812. 2,748.
1 0 年 超 1,765,040. 1,522,729. 255. 238,330. 3,724.
期 限 の 定 め の な い も の 1,903,848. 20,318. 439,632. 1,443,898. ―
残 存 期 間 別 合 計 6,709,856. 3,871,983. 635,174. 2,153,869. 48,828 157,797. 2,148

（単位：百万円）
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定量的な開示事項

（個別貸倒引当金の地域別、業種別内訳）

（注）.１．一般貸倒引当金、偶発損失引当金について、地域別、業種別の区分ごとの算定を行っておりません。
. ２．部分直接償却額（累計）は含めておりません。
. ３．与信管理関係仮払金は、「その他」へ計上しております。
. ４．期中に業種が変更になった場合は、期末時点における業種を基準として当期増加額・当期減少額を修正しております。

●一般貸倒引当金、個別貸倒引当金、偶発損失引当金及び特定海外債権引当勘定の期末残高及び期中の増減額

（注）.１．一般貸倒引当金の当期増加・減少額は、洗替方式にて計上しております。
. ２．ゴルフ会員権等にかかる個別貸倒引当金は除いております。
. ３．個別貸倒引当金の当期増加・減少額は、債務者単位の増減を集計して計上しております。
. ４．.ビジネスローン・信用保証協会責任共有制度対象債権にかかる引当金は偶発損失引当金とし、当期増加・減少額は、洗替方式にて計上しております。

（単位：百万円）
期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高

国 内 12,901. 2,252. 1,340. 13,813.
国 外 ― ― ― ―
地 域 別 合 計 12,901. 2,252. 1,340. 13,813.
製 造 業 3,811. 814. 644. 3,981.
農 業 ・ 林 業 557. ― 18. 538.
漁 業 ― ― ― ―
鉱業・採石業・砂利採取業 2,557. ― 93. 2,463.
建 設 業 171. 215. 4. 382.
電気・ガス・熱供給・水道業 ― ― ― ―
情 報 通 信 業 12. 10. 12. 10.
運 輸 業 ・ 郵 便 業 382. 32. 3. 411.
卸 売 業 ・ 小 売 業 1,652. 253. 243. 1,662.
金 融 業 ・ 保 険 業 ― ― ― ―
不動産業・物品賃貸業 1,287. 0. 252. 1,034.
各 種 サ ー ビ ス 業 883. 732. 59. 1,556.
政府・地方公共団体 ― ― ― ―
そ の 他 1,585. 193. 7. 1,771.
業 種 別 合 計 12,901. 2,252. 1,340. 13,813.

（2022年度）

（単位：百万円）
期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高

国 内 12,340. 3,215. 2,654. 12,901.
国 外 ― ― ― ―
地 域 別 合 計 12,340. 3,215. 2,654. 12,901.
製 造 業 3,469. 2,392. 2,050. 3,811.
農 業 ・ 林 業 566. 0. 9. 557.
漁 業 ― ― ― ―
鉱業・採石業・砂利採取業 2,643. ― 86. 2,557.
建 設 業 264. 5. 98. 171.
電気・ガス・熱供給・水道業 ― ― ― ―
情 報 通 信 業 13. 0. 0. 12.
運 輸 業 ・ 郵 便 業 364. 19. 1. 382.
卸 売 業 ・ 小 売 業 1,635. 199. 182. 1,652.
金 融 業 ・ 保 険 業 ― ― ― ―
不動産業・物品賃貸業 1,322. 1. 37. 1,287.
各 種 サ ー ビ ス 業 389. 592. 97. 883.
政府・地方公共団体 ― ― ― ―
そ の 他 1,670. 2. 88. 1,585.
業 種 別 合 計 12,340. 3,215. 2,654. 12,901.

（2021年度）

（単位：百万円）

（2022年度）
期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高

一 般 貸 倒 引 当 金 9,478. 9,542. 9,478. 9,542.
個 別 貸 倒 引 当 金 12,901. 2,252. 1,340. 13,813.
偶 発 損 失 引 当 金 834. 831. 834. 831.
特 定 海 外 債 権 引 当 勘 定 ― ― ― ―
合 計 23,214. 12,626. 11,652. 24,187.

（単位：百万円）

（2021年度）
期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高

一 般 貸 倒 引 当 金 9,321. 9,478. 9,321. 9,478.
個 別 貸 倒 引 当 金 12,340. 3,215. 2,654. 12,901.
偶 発 損 失 引 当 金 1,134. 834. 1,134. 834.
特 定 海 外 債 権 引 当 勘 定 ― ― ― ―
合 計 22,796. 13,527. 13,110. 23,214

（単位：百万円）
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●業種別又は取引相手の別の貸出金償却の額
業　　　　　　　　種 2021年度 2022年度

製 造 業 102 1
農 業 ・ 林 業 508 ―
漁 業 ― ―
鉱 業 ・ 採 石 業 ・ 砂 利 採 取 業 ― ―
建 設 業 52 ―
電 気 ・ ガ ス ・ 熱 供 給 ・ 水 道 業 ― ―
情 報 通 信 業 ― ―
運 輸 業 ・ 郵 便 業 ― 6
卸 売 業 ・ 小 売 業 197 381
金 融 業 ・ 保 険 業 ― ―
不 動 産 業 ・ 物 品 賃 貸 業 2 ―
各 種 サ ー ビ ス 業 33 24
政 府 ・ 地 方 公 共 団 体 ― ―
そ の 他 298 304
合 計 1,194 718

（注）子会社分はすべて「その他」に含めております。

（単位：百万円）

●�標準的手法が適用されるエクスポージャーについて、リスク・ウェイトの区分ごとの信用リスク削減手法の効果を
勘案した後の残高並びに自己資本比率告示第七十九条の五第二項第二号、第百七十七条の二第二項第二号、第二
百四十八条並びに第二百四十八条の四第一項第一号及び第二号の規定により千二百五十パーセントのリスク・ウェ
イトが適用されるエクスポージャーの額

（単位：百万円）

区　　　　　　分
2022年3月期末 2023年3月期末

合　計 合　計
格付あり 格付なし 格付あり 格付なし

0％ 3,157,523. 63,501. 3,094,022. 2,478,815. 82,287. 2,396,528.
10％ 305,480. ― 305,480. 269,541. ― 269,541.
20％ 249,611. 240,877. 8,733. 322,833. 310,957. 11,875.
35％ 183,916. ― 183,916. 182,044. ― 182,044.
50％ 462,882. 453,715. 9,166. 453,878. 443,990. 9,887.
75％ 1,035,232. ― 1,035,232. 1,077,649. ― 1,077,649.
100％ 1,299,395. 152,107. 1,147,287. 1,341,664. 112,911. 1,228,753.
150％ 1,482. ― 1,482. 1,408. ― 1,408.
200％ ― ― ― ― ― ―
250％ 22,477. ― 22,477. 19,340. ― 19,340.
350％ ― ― ― ― ― ―
1,250％ 60. ― 60. 63. ― 63.
合　計 6,718,062. 910,202. 5,807,859 6,147,240. 950,146. 5,197,093.

〈連結情報〉

（注）.リスク・ウェイトのみなし計算または信用リスク・アセットのみなし計算が適用されるエクスポージャー及び証券化エクスポージャーならびに出資等を除いて計上しております。

区　　　　　　　　分 2022年３月期末 2023年３月期末
現金及び自行預金 122,313. 145,947.
金 ― ―
適格債券 9,621. 9,660.
適格株式 8,945. 8,688.
適格投資信託 ― ―

適格金融資産担保合計 140,881. 164,296.
適格保証 34,170. 29,808.
適格クレジット・デリバティブ ― ―

適格保証、適格クレジット・デリバティブ合計 34,170. 29,808.

（単位：百万円）

●標準的手法が適用されるポートフォリオについて、適格金融資産担保が適用されたエクスポージャー（信用リ
スク削減手法の効果が勘案された部分に限る。）の額

●標準的手法が適用されるポートフォリオについて、保証又はクレジット・デリバティブが適用されたエクスポー
ジャー（信用リスク削減手法の効果が勘案された部分に限る。）の額

（注）.１．当行は、適格金融資産担保について「包括的手法」を用いております。
. ２．適格金融資産担保には、総合口座定期預金を含めております。

 信用リスク削減手法に関する事項
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定量的な開示事項

●与信相当額の算出に用いる方式
（2022年3月期末）

先渡、スワップ、オプション、その他派生商品取引の与信相当額はカレント・エクスポージャー方式にて算出しております。
（2023年3月期末）

先渡、スワップ、オプション、その他派生商品取引の与信相当額はカレント・エクスポージャー方式にて算出しております。
●グロス再構築コストの額（零を下回らないものに限る。）の合計額
（2022年3月期末）

グロス再構築コストの額の合計額は5,623百万円です。
（2023年3月期末）

グロス再構築コストの額の合計額は9,584百万円です。
●担保による信用リスク削減手法の効果を勘案する前の与信相当額（派生商品取引にあたっては、取引の区分ご
との与信相当額を含む。）

 派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関する事項

種類及び取引の区分
2022年３月期末 2023年３月期末

与信相当額 与信相当額
派生商品取引 33,456 52,787

外国為替関連取引及び金関連取引 20,683 38,398
金利関連取引 4,648 6,257
株式関連取引 648 559
貴金属関連取引（金関連取引除く） ― ―
その他のコモディティ関連取引 4,953 3,119
クレジット・デリバティブ取引
（カウンターパーティー・リスク） 2,521 4,452

クレジット・デリバティブ 24,223 27,670
長期決済期間取引 ― ―
合　計 57,679 80,458

（単位：百万円）

（注）原契約期間が5営業日以内の外国為替関連取引の与信相当額は上記記載から除いております。

●グロス再構築コストの額（零を下回らないものに限る。）の合計額及びグロスのアドオンの合計額から担保に
よる信用リスク削減手法を勘案する前の与信相当額（派生商品取引にあたっては、取引の区分ごとの与信相当
額を含む。）を差し引いた額

（2022年3月期末）
差し引いた額は０となります。

（2023年3月期末）
差し引いた額は０となります。

●担保の種類別の額
（2022年3月期末）

当行では担保による信用リスク削減手法の効果を勘案する派生商品取引は該当ありません。
（2023年3月期末）

当行では担保による信用リスク削減手法の効果を勘案する派生商品取引は該当ありません。
●担保による信用リスク削減手法の効果を勘案した後の与信相当額
（2022年3月期末）

当行では担保による信用リスク削減手法の効果を勘案する派生商品取引は該当ありません。
（2023年3月期末）

当行では担保による信用リスク削減手法の効果を勘案する派生商品取引は該当ありません。
●与信相当額算出の対象となるクレジット・デリバティブの想定元本額をクレジット・デリバティブの種類別、
かつ、プロテクションの購入又は提供の別に区分した額

（単位：百万円）

プロテクションの購入 プロテクションの提供
2022年３月期末 2023年３月期末 2022年３月期末 2023年３月期末

クレジットデフォルトスワップ ― ― 24,223 27,670
合 計 ― ― 24,223 27,670

●信用リスク削減手法の効果を勘案するために用いているクレジット・デリバティブの想定元本額
（2022年3月期末）

該当ありません。
（2023年3月期末）

該当ありません。
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〈連結情報〉
 証券化エクスポージャーに関する事項

●�投資家として保有する証券化エクスポージャーの額及び主な原資産の種類別の内訳

●��自己資本比率告示第二百四十八条並びに第二百四十八条の四第一項第一号及び第二号の規定により千二百五十
パーセントのリスク・ウェイトが適用される証券化エクスポージャーの額及び主な原資産の種類別の内訳

2022年3月期末 2023年3月期末
事業性貸付債権 4,669 4,470
合　計 4,669 4,470

（単位：百万円）

（注）再証券化エクスポージャーはありません。

●�投資家として保有する証券化エクスポージャーの適切な数のリスク・ウェイトの区分ごとの残高及び所要自己
資本の額

（注）再証券化エクスポージャーはありません。

（単位：百万円）

2022年3月期末 2023年3月期末
残高 所要自己資本 残高 所要自己資本

20% ― ― ― ―
50% ― ― ― ―
100% 4,427 177 4,239 169
350% ― ― ― ―
1,250% 242 121 230 115
合　計 4,669 298 4,470 285

●連結貸借対照表で認識され、かつ、連結損益計算書で認識されない評価損益の額 （単位：百万円）

2022年３月期末 2023年３月期末
評価損益 38,925 37,410

（単位：百万円）

●出資等又は株式等エクスポージャーの売却及び償却に伴う損益の額 （単位：百万円）

2021年度 2022年度
売却損益額 2,664 2,532
償却額 143 ―

●上場株式等エクスポージャー
2022年３月期末 2023年３月期末

連結貸借対照表計上額 時価 連結貸借対照表計上額 時価
上場株式等エクスポージャー 103,319 103,319 95,494 95,494

（注）.１．上場株式等エクスポージャーは上場している出資等または株式等エクスポージャーであります。
. ２．上場証券の株価と公正価値が大きく乖離するものはありません。

●上場株式等エクスポージャーに該当しない出資等又は株式等エクスポージャー （単位：百万円）
2022年３月期末 2023年３月期末

連結貸借対照表計上額 連結貸借対照表計上額
上場株式等エクスポージャーに該当しない
出資等又は株式等エクスポージャー 1,617 1,685

●連結貸借対照表計上額、時価
 出資等又は株式等エクスポージャーに関する事項

●連結貸借対照表及び連結損益計算書で認識されない評価損益の額
（2022年3月期末）

該当ありません。
（2023年3月期末）

該当ありません。

2022年3月期末 2023年3月期末
事業性貸付債権 242 230
合　計 242 230

（単位：百万円）

●�投資家として保有する再証券化エクスポージャーに対する信用リスク削減手法の適用の有無及び保証人ごと
又は当該保証人に適用されるリスク・ウェイトの区分ごとの内訳

（2022年3月期末）
該当ありません。

（2023年3月期末）
該当ありません。
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定量的な開示事項
 リスク・ウェイトのみなし計算又は信用リスク・アセットのみなし計算が適用されるエクスポージャーの額

（単位：百万円）

2022年3月末 2023年3月末
ルック・スルー方式 675,010 683,932
マンデート方式 ― ―
蓋然性方式（250％） ― ―
蓋然性方式（400％） ― ―
フォールバック方式（1,250％） ― ―
合　計 675,010 683,932

※１..「ルック・スルー方式」とは、当該エクスポージャーの裏付けとなる個々の資産の信用リスク・アセットの総額をもって信用リスク・アセット額とする方式であります。
※２..「マンデート方式」とは、エクスポージャーの裏付けとなる資産の資産運用基準に基づき最も信用リスク・アセットが大きくなる資産構成を想定し、当該資産構成をとった場合の信用リ

スク・アセット額を算出する方式であります。
※３..「蓋然性方式」とは、保有エクスポージャーのリスク・ウェイトについて、250％以下または400％以下である蓋然性が高いことを疎明した場合に、250％または400％のリスク・ウェ

イトを適用して信用リスク・アセット額を算出する方式であります。
※４..「フォールバック方式」とは、上記方式が適用できない場合に保有エクスポージャーに1,250％のリスク・ウェイトを適用して信用リスク・アセット額を算出する方式であります。

 金利リスクに関する事項
（単位：百万円）

IRRBB1:金利リスク

項番
イ ロ ハ ニ

⊿EVE ⊿NII
2023年3月期末 2022年3月期末 2023年3月期末 2022年3月期末

1 上方パラレルシフト 29,230 21,911 △.1,707 3,585
2 下方パラレルシフト 57,725 34,785 △.69 △.162
3 スティープ化 15,294 10,057
4 フラット化
5 短期金利上昇
6 短期金利低下
7 最大値 57,725 34,785 △.69 3,585

ホ へ
2023年3月期末 2022年3月期末

8 自己資本の額 272,924 273,267
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〈単体情報〉

●信用リスクに対する所要自己資本の額

2022年
３月期末

2023年
３月期末

所要自己
資本の額

所要自己
資本の額

1. 現 金 ― ―
2. 我が国の中央政府及び中央銀行向け ― ―
3. 外国の中央政府及び中央銀行向け 99 1
4. 国 際 決 済 銀 行 等 向 け ― ―
5. 我 が 国 の 地 方 公 共 団 体 向 け ― ―
6. 外国の中央政府等以外の公共部門向け 98 106
7. 国 際 開 発 銀 行 向 け ― ―
8. 地 方 公 共 団 体 金 融 機 構 向 け 65 14
9. 我 が 国 の 政 府 関 係 機 関 向 け 677 585
10. 地 方 三 公 社 向 け ― 2
11. 金融機関及び第一種金融商品取引業者向け 584 673
12. 法 人 等 向 け 48,926 50,915
13. 中 小企業等向け及び個人向け 31,163 32,418
14. 抵 当 権 付 住 宅 ロ ー ン 2,574 2,548
15. 不 動 産 取 得 等 事 業 向 け 6,295 6,176
16. 三 月 以 上 延 滞 等 113 106
17. 取 立 未 済 手 形 2 2
18. 信 用保証協会等による保証付 477 477
19. 株式会社地域経済活性化支援機構等による保証付 ― ―
20. 出 資 等 2,131 2,084
（うち出資等のエクスポージャー） 2,131 2,084
（うち重要な出資のエクスポージャー） ― ―

21. 上 記 以 外 3,718 3,538
（うち他の金融機関等の対象資本等調達手段のうち
対象普通株式等及びその他外部TLAC関連調達手段
に該当するもの以外のものに係るエクスポージャー）

985 526

（うち特定項目のうち調整項目に算入さ
れない部分に係るエクスポージャー） 1,137 1,306

（うち総株主等の議決権の百分の十を超える議決
権を保有している他の金融機関等に係るその他外
部TLAC関連調達手段に関するエクスポージャー）

― ―

（うち総株主等の議決権の百分の十を超える議決権を保有
していない他の金融機関等に係るその他外部TLAC関連調
達手段のうち、その他外部TLAC関連調達手段に係る五
パーセント基準額を上回る部分に係るエクスポージャー）

― ―

（うち右記以外のエクスポージャー） 1,596 1,705
22. 証 券 化 298 285
（ う ち Ｓ Ｔ Ｃ 要 件 適 用 分 ） ― ―
（ う ち 非 Ｓ Ｔ Ｃ 要 件 適 用 分 ） 298 285

23. 再 証 券 化 ― ―

●信用リスクに対する所要自己資本の額及びこのうち次に掲げるポートフォリオごとの額

資産（オン・バランス）項目

 自己資本の充実度に関する事項

（単位：百万円）

2022年
３月期末

2023年
３月期末

所要自己
資本の額

所要自己
資本の額

24. リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャー 8,027 8,840

（ ル ッ ク ・ ス ル ー 方 式 ） 8,027 8,840
（ マ ン デ ー ト 方 式 ） ― ―
（ 蓋 然 性 方 式（ ２ ５ ０ ％）） ― ―
（ 蓋 然 性 方 式（ ４ ０ ０ ％）） ― ―
（フォールバック方式（１,２５０％）） ― ―

25. 経過措置によりリスク・アセットの額に算入されるものの額 ― ―

26.
他の金融機関等の対象資本調達手段に係るエ
クスポージャーに係る経過措置によりリス
ク・アセット額に算入されなかったものの額

― ―

合計（信用リスク・アセットの額） 105,254 108,777
（注）.当行は信用リスク・アセットを標準的手法により算出しております。
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定量的な開示事項
（単位：百万円）

オフ・バランス取引等項目
2022年
３月期末

2023年
３月期末

所要自己
資本の額

所要自己
資本の額

1. 任意の時期に無条件で取消可能又は自動的に取消可能なコミットメント ― ―
2. 原契約期間が1年以下のコミットメント 111. 134.
3. 短 期 の 貿 易 関 連 偶 発 債 務 1. 0.
4. 特 定 の 取 引 に 係 る 偶 発 債 務 60. 14.
(うち経過措置を適用する元本補塡信託契約） ― ―

5. Ｎ Ｉ Ｆ 又 は Ｒ Ｕ Ｆ ― ―
6. 原契約期間が1年超のコミットメント 1,197. 1,045.
7. 内部格付手法におけるコミットメント ― ―
8. 信用供与に直接的に代替する偶発債務 742. 787.
(う ち 借 入 金 の 保 証) 147. 122.
(う ち 有 価 証 券 の 保 証) ― ―
(う ち 手 形 引 受) ― ―
(うち経過措置を適用しない元本補塡信託契約) ― ―
（うちクレジット・デリバティブのプロテクション提供） 548. 577.

9. 買戻条件付資産売却又は求償権付資産売却等(控除後) ― ―
買戻条件付資産売却又は求償権付資産売却等(控除前) ― ―
控 除 額(△) ― ―

10. 先物購入、先渡預金、部分払込株式又は部分払込債券 745. 567.
11. 有価証券の貸付、現金若しくは有価証券による担保の提供又は有価証券の買戻条件付売却若しくは売戻条件付購入 111. 126.
12. 派生商品取引及び長期決済期間取引 397. 738.

カレント・エクスポージャー方式 397. 738.
派 生 商 品 取 引 397. 738.
外 為 関 連 取 引 280. 597.
金 利 関 連 取 引 55. 66.
金 関 連 取 引 ― ―
株 式 関 連 取 引 6. 5.
貴金属（金を除く）関連取引 ― ―
その他のコモディティ関連取引 34. 31.
クレジット・デリバティブ取引
（カウンターパーティー・リスク） 21. 37.
一括清算ネッティング契約による与信相当額削減効果（△） ― ―
長 期 決 済 期 間 取 引 ― ―
S A － C C R ― ―
派 生 商 品 取 引 ― ―
長 期 決 済 期 間 取 引 ― ―
期 待 エ ク ス ポ ー ジ ャ ー 方 式 ― ―

13. 未 決 済 取 引 ― ―
14. 証券化エクスポージャーに係る適格なサービサー・.キャッシュ・アドバンスの信用供与枠のうち未実行部分 ― ―
15. 上記以外のオフ・バランスの証券化エクスポージャー ― ―

合 計 3,366 3,415

●オペレーショナル・リスクに対する所要自己資本の額
（2022年3月期末）

オペレーショナル・リスクに対する所要自己資本の額は3,660百万円であります。なお、当行はオペレーショナル・リスクを粗利益
配分手法により算出しております。

（2023年3月期末）
オペレーショナル・リスクに対する所要自己資本の額は3,718百万円であります。なお、当行はオペレーショナル・リスクを粗利益
配分手法により算出しております。

●単体総所要自己資本額

項　　　　　　　目
2022年３月期末 2023年３月期末
金　　　　　　額 金　　　　　　額

資産（オン・バランス）項目 105,254 108,777
オフ・バランス取引等項目 3,366 3,415
CVAリスク相当額 399 893
中央清算機関関連エクスポージャー 34 29
オペレーショナル・リスク相当額 3,660 3,718

合　　計 112,716 116,834

（単位：百万円）

（注）当行はCVAリスク相当額を簡便的リスク測定方式により算出しております。
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●信用リスクに関するエクスポージャーの期末残高及びエクスポージャーの主な種類別の内訳
●�信用リスクに関するエクスポージャーの期末残高のうち、区分ごとの額及びそれらのエクスポージャーの主な
種類別の内訳

●三月以上延滞エクスポージャーの期末残高又はデフォルトしたエクスポージャーの期末残高及び区分ごとの内訳

 信用リスクに関する事項

（単位：百万円）（2023年3月期末）

区分

信用リスクエクスポージャー期末残高

合計 その他（※3） 三月以上延滞
エクスポージャー貸出金等（※1）

コ ミ ッ ト メ ン ト 及 
び そ の 他 の デ リ バ 
テ ィ ブ 以 外 の オ 
フ ・ バ ラ ン ス 取 引

債券等（※2） デリバティブ取引

国 内 6,053,405. 3,957,505. 517,503. 1,513,539. 64,856. 2,050.
国 外 120,496. 10,003. ― 110,484. 8. ―
地 域 別 合 計 6,173,901. 3,967,509. 517,503. 1,624,023. 64,864. 117,993. 2,050.
製 造 業 636,288. 565,521. 30,434. 38,829. 1,503. ―
農 業 ・ 林 業 1,793. 1,793. 0. ― ― ―
漁 業 2,032. 2,032. ― ― ― ―
鉱業・採石業・砂利採取業 10,084. 10,084. ― ― ― ―
建 設 業 141,641. 126,243. 5,881. 9,506. 9. 4.
電気・ガス・熱供給・水道業 126,141. 110,095. 5,547. 9,510. 988. ―
情 報 通 信 業 16,742. 15,789. 536. 416. ― ―
運 輸 業 ・ 郵 便 業 163,538. 150,085. 4,092. 9,210. 150. ―
卸 売 業 ・ 小 売 業 344,101. 322,620. 3,874. 10,665. 6,941. 156.
金 融 業 ・ 保 険 業 1,829,889. 162,477. 451,723. 1,188,507. 27,180. ―
不動産業・物品賃貸業 566,767. 544,746. 9,476. 12,532. 11. 6.
各 種 サ ー ビ ス 業 260,790. 252,531. 3,739. 4,449. 69. 154.
政 府 ・ 地 方 公 共 団 体 914,003. 573,636. ― 340,366. ― ―
そ の 他 1,160,085. 1,129,849. 2,198. 27. 28,009. 1,728.
業 種 別 合 計 6,173,901. 3,967,509. 517,503. 1,624,023. 64,864. 117,993. 2,050.
1 年 以 下 917,185. 664,120. 174,684. 46,309. 32,071.
1 年 超 3 年 以 下 492,107. 435,272. 21,352. 24,049. 11,433.
3 年 超 5 年 以 下 565,908. 506,343. 15,605. 36,539. 7,419.
5 年 超 7 年 以 下 354,512. 281,461. 7,120. 61,430. 4,499.
7 年 超 1 0 年 以 下 596,842. 485,765. 1,676. 104,985. 4,415.
1 0 年 超 1,896,932. 1,572,377. 254. 319,274. 5,025.
期 限の定めのないもの 1,350,412. 22,168. 296,809. 1,031,433. ―
残 存 期 間 別 合 計 6,173,901. 3,967,509. 517,503. 1,624,023. 64,864. 117,993. 2,050.

（単位：百万円）（2022年3月期末）

区分

信用リスクエクスポージャー期末残高

合計 その他（※3） 三月以上延滞
エクスポージャー貸出金等（※1）

コ ミ ッ ト メ ン ト 及 
び そ の 他 の デ リ バ 
テ ィ ブ 以 外 の オ 
フ ・ バ ラ ン ス 取 引

債券等（※2） デリバティブ取引

国 内 6,629,294. 3,884,066. 635,174. 2,061,231. 48,821. 2,148.
国 外 102,647. 10,003. ― 92,638. 6. ―
地 域 別 合 計 6,731,942. 3,894,070. 635,174. 2,153,869. 48,828. 110,556 2,148.
製 造 業 607,483. 537,184. 28,509. 40,334. 1,453. 5.
農 業 ・ 林 業 1,838. 1,838. 0. ― ― 17.
漁 業 2,043. 2,043. ― ― ― ―
鉱業・採石業・砂利採取業 9,065. 9,065. ― ― ― ―
建 設 業 135,531. 124,720. 5,901. 4,901. 7. ―
電気・ガス・熱供給・水道業 112,852. 90,338. 11,426. 10,140. 947. ―
情 報 通 信 業 16,917. 16,404. 25. 488. ― ―
運 輸 業 ・ 郵 便 業 181,961. 147,398. 2,885. 31,526. 150. ―
卸 売 業 ・ 小 売 業 343,541. 326,078. 3,993. 11,959. 1,510. 26.
金 融 業 ・ 保 険 業 2,345,813. 152,309. 565,287. 1,614,702. 13,513. ―
不動産業・物品賃貸業 562,468. 534,429. 8,044. 19,985. 8. 116.
各 種 サ ー ビ ス 業 259,729. 253,088. 2,758. 3,787. 94. 111.
政 府 ・ 地 方 公 共 団 体 1,024,336. 608,317. ― 416,018. ― ―
そ の 他 1,128,359. 1,090,852. 6,341. 24. 31,140. 1,870.
業 種 別 合 計 6,731,942. 3,894,070. 635,174. 2,153,869. 48,828. 110,556 2,148
1 年 以 下 899,521. 655,034. 146,919. 65,213. 32,353.
1 年 超 3 年 以 下 542,819. 396,251. 27,677. 117,068. 1,822.
3 年 超 5 年 以 下 503,439. 462,648. 8,249. 27,485. 5,056.
5 年 超 7 年 以 下 414,611. 332,999. 10,429. 68,060. 3,122.
7 年 超 1 0 年 以 下 700,923. 502,352. 2,009. 193,812. 2,748.
1 0 年 超 1,765,459. 1,523,148. 255. 238,330. 3,724.
期 限の定めのないもの 1,905,167. 21,636. 439,632. 1,443,898. ―
残 存 期 間 別 合 計 6,731,942. 3,894,070. 635,174. 2,153,869. 48,828 110,556. 2,148

〈単体情報〉

（注）リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャー及び証券化エクスポージャー及び出資等を除いて計上しております。
（※１）貸出金、貸出金にかかる未収収益等与信関連取引
（※２）市場系関連取引
（※３）繰延税金資産等内訳の振り分けができないもの
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定量的な開示事項
●一般貸倒引当金、個別貸倒引当金、偶発損失引当金及び特定海外債権引当勘定の期末残高及び期中の増減額

（注）.１．一般貸倒引当金の当期増加・減少額は、洗替方式にて計上しております。
. ２．ゴルフ会員権にかかる個別貸倒引当金は除いております。
. ３．個別貸倒引当金の当期増加・減少額は、債務者単位の増減を集計して計上しております。
. ４．ビジネスローン・信用保証協会責任共有制度対象債権にかかる引当金は偶発損失引当金とし、当期増加・減少額は、洗替方式にて計上しております。

（2022年度） （単位：百万円）

期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高
一 般 貸 倒 引 当 金 8,729. 8,895. 8,729. 8,895.
個 別 貸 倒 引 当 金 11,332. 2,218. 1,340. 12,211.
偶 発 損 失 引 当 金 834. 831. 834. 831.
特定海外債権引当勘定 ― ― ― ―
合 計 20,896. 11,945. 10,903. 21,938.

（2021年度） （単位：百万円）

期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高
一 般 貸 倒 引 当 金 8,565. 8,729. 8,565. 8,729.
個 別 貸 倒 引 当 金 10,685. 3,215. 2,568. 11,332.
偶 発 損 失 引 当 金 1,134. 834. 1,134. 834.
特定海外債権引当勘定 ― ― ― ―
合 計 20,386. 12,778. 12,268. 20,896

（注）.１．.一般貸倒引当金、偶発損失引当金について、地域別、業種別の区分ごとの算定を行っておりません。. .
（一般貸倒引当金の算定において、一部地域別に行っておりますが、全体としては行っておりません。）

. ２．部分直接償却額（累計）は含めておりません。

. ３．与信管理関係仮払金は、「その他」へ計上しております。

. ４．期中に業種が変更になった場合は、期末時点における業種を基準として当期増加額・当期減少額を修正しております。

（個別貸倒引当金の地域別、業種別内訳 )

（2022年度） （単位：百万円）
期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高

国 内 11,332. 2,218. 1,340. 12,211.
国 外 ― ― ― ―
地 域 別 合 計 11,332. 2,218. 1,340. 12,211.
製 造 業 3,811. 814. 644. 3,981.
農 業 ・ 林 業 557. ― 18. 538.
漁 業 ― ― ― ―
鉱業・採石業・砂利採取業 2,557. ― 93. 2,463.
建 設 業 171. 215. 4. 382.
電気・ガス・熱供給・水道業 ― ― ― ―
情 報 通 信 業 12. 10. 12. 10.
運 輸 業 ・ 郵 便 業 382. 32. 3. 411.
卸 売 業 ・ 小 売 業 1,652. 253. 243. 1,662.
金 融 業 ・ 保 険 業 ― ― ― ―
不動産業・物品賃貸業 1,287. 0. 252. 1,034.
各 種 サ ー ビ ス 業 883. 732. 59. 1,556.
政府・地方公共団体 ― ― ― ―
そ の 他 16. 159. 7. 169.
業 種 別 合 計 11,332. 2,218. 1,340. 12,211.

（2021年度） （単位：百万円）
期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高

国 内 10,685. 3,215. 2,568. 11,332.
国 外 ― ― ― ―
地 域 別 合 計 10,685. 3,215. 2,568. 11,332.
製 造 業 3,469. 2,392. 2,050. 3,811.
農 業 ・ 林 業 566. 0. 9. 557.
漁 業 ― ― ― ―
鉱業・採石業・砂利採取業 2,643. ― 86. 2,557.
建 設 業 264. 5. 98. 171.
電気・ガス・熱供給・水道業 ― ― ― ―
情 報 通 信 業 13. 0. 0. 12.
運 輸 業 ・ 郵 便 業 364. 19. 1. 382.
卸 売 業 ・ 小 売 業 1,635. 199. 182. 1,652.
金 融 業 ・ 保 険 業 ― ― ― ―
不動産業・物品賃貸業 1,322. 1. 37. 1,287.
各 種 サ ー ビ ス 業 389. 592. 97. 883.
政府・地方公共団体 ― ― ― ―
そ の 他 16. 2. 2. 16.
業 種 別 合 計 10,685. 3,215. 2,568. 11,332
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●業種別又は取引相手の別の貸出金償却の額
業　　　　　　　　種 2021年度 2022年度

製 造 業 102 1
農 業 ・ 林 業 508 ―
漁 業 ― ―
鉱 業 ・ 採 石 業 ・ 砂 利 採 取 業 ― ―
建 設 業 52 ―
電 気 ・ ガ ス ・ 熱 供 給 ・ 水 道 業 ― ―
情 報 通 信 業 ― ―
運 輸 業 ・ 郵 便 業 ― 6
卸 売 業 ・ 小 売 業 197 381
金 融 業 ・ 保 険 業 ― ―
不 動 産 業 ・ 物 品 賃 貸 業 2 ―
各 種 サ ー ビ ス 業 33 24
政 府 ・ 地 方 公 共 団 体 ― ―
そ の 他 ― ―
合 　 　 計 896 413

（単位：百万円）

●�標準的手法が適用されるエクスポージャーについて、リスク・ウェイトの区分ごとの信用リスク削減手法の効
果を勘案した後の残高並びに自己資本比率告示第七十九条の五第二項第二号、第百七十七条の二第二項第二号、
第二百四十八条並びに第二百四十八条の四第一項第一号及び第二号の規定により千二百五十パーセントのリス
ク・ウェイトが適用されるエクスポージャーの額

区　　　　　　分
2022年3月期末 2023年3月期末

合　計 合　計
格付あり 格付なし 格付あり 格付なし

0% 3,157,523. 63,501. 3,094,022. 2,478,815. 82,287. 2,396,528.
10% 305,480. ― 305,480. 269,541. ― 269,541.
20% 249,611. 240,877. 8,733. 322,833. 310,957. 11,875.
35% 183,916. ― 183,916. 182,044. ― 182,044.
50% 462,882. 453,715. 9,166. 453,878. 443,990. 9,887.
75％ 1,035,232. ― 1,035,232. 1,077,649. ― 1,077,649.
100％ 1,275,469. 152,107. 1,123,361. 1,316,392. 112,911. 1,203,481.
150% 1,482. ― 1,482. 1,408. ― 1,408.
200% ― ― ― ― ― ―
250% 21,229. ― 21,229. 18,331. ― 18,331.
350% ― ― ― ― ― ―
1,250％ 60. ― 60. 63. ― 63.
合　計 6,692,887. 910,202. 5,782,684 6,120,959. 950,146. 5,170,812.

（単位：百万円）

（注）.リスク・ウェイトのみなし計算または信用リスク・アセットのみなし計算が適用されるエクスポージャー及び証券化エクスポージャーならびに出資等を除いて計上しております。

●�標準的手法が適用されるポートフォリオについて、適格金融資産担保が適用されたエクスポージャー（信用リ
スク削減手法の効果が勘案された部分に限る。）の額

●�標準的手法が適用されるポートフォリオについて、保証又はクレジット・デリバティブが適用されたエクスポー
ジャー（信用リスク削減手法の効果が勘案された部分に限る。）の額

区　　　　　　　　分 2022年３月期末 2023年３月期末
現金及び自行預金 122,313. 145,947.
金 ― ―
適格債券 9,621. 9,660.
適格株式 8,945. 8,688.
適格投資信託 ― ―

適格金融資産担保合計 140,881. 164,296.
適格保証 34,170. 29,808.
適格クレジット・デリバティブ ― ―

適格保証、適格クレジット・デリバティブ合計 34,170 29,808.

（単位：百万円）

（注）.1．当行は、適格金融資産担保について「包括的手法」を用いております。
. 2．適格金融資産担保には、総合口座定期預金を含めております。

 信用リスク削減手法に関する事項

〈単体情報〉
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定量的な開示事項

●与信相当額の算出に用いる方式
（2022年3月期末）

先渡、スワップ、オプション、その他派生商品取引の与信相当額はカレント・エクスポージャー方式にて算出しております。
（2023年3月期末）

先渡、スワップ、オプション、その他派生商品取引の与信相当額はカレント・エクスポージャー方式にて算出しております。
●グロス再構築コストの額（零を下回らないものに限る。）の合計額
（2022年3月期末）

グロス再構築コストの額の合計額は5,623百万円です。
（2023年3月期末）

グロス再構築コストの額の合計額は9,584百万円です。
●�担保による信用リスク削減手法の効果を勘案する前の与信相当額（派生商品取引にあたっては、取引の区分ご
との与信相当額を含む。）

種類及び取引の区分
2022年３月期末 2023年３月期末

与信相当額 与信相当額
派生商品取引 33,456 52,787

外国為替関連取引及び金関連取引 20,683 38,398
金利関連取引 4,648 6,257
株式関連取引 648 559
貴金属関連取引（金関連取引除く） ― ―
その他のコモディティ関連取引 4,953 3,119
クレジット・デリバティブ取引
（カウンターパーティー・リスク） 2,521 4,452

クレジット・デリバティブ 24,223 27,670
長期決済期間取引 ― ―
合計 57,679 80,458

（単位：百万円）

 派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関する事項

（注）原契約期間が5営業日以内の外国為替関連取引の与信相当額は上記記載から除いております。

●�グロスの再構築コストの額（零を下回らないものに限る）の合計額及びグロスのアドオンの合計額から担保に
よる信用リスク削減手法の効果を勘案する前の与信相当額（派生商品取引にあたっては、取引の区分ごとの与
信相当額を含む。）を差し引いた額

（2022年3月期末）
差し引いた金額は０となります。

（2023年3月期末）
差し引いた金額は０となります。

●担保の種類別の額
（2022年3月期末）

当行では担保による信用リスク削減手法の効果を勘案する派生商品取引はありません。
（2023年3月期末）

当行では担保による信用リスク削減手法の効果を勘案する派生商品取引はありません。
●担保による信用リスク削減手法の効果を勘案した後の与信相当額
（2022年3月期末）

当行では担保による信用リスク削減手法の効果を勘案する派生商品取引はありません。
（2023年3月期末）

当行では担保による信用リスク削減手法の効果を勘案する派生商品取引はありません。
●�与信相当額算出の対象となるクレジット・デリバティブの想定元本額をクレジット・デリバティブの種類別、
かつ、プロテクションの購入又は提供の別に区分した額

（単位：百万円）

プロテクションの購入 プロテクションの提供
2022年３月期末 2023年３月期末 2022年３月期末 2023年３月期末

クレジットデフォルトスワップ ― ― 24,223 27,670
合 . . . 計 ― ― 24,223 27,670

●信用リスク削減手法の効果を勘案するために用いているクレジット・デリバティブの想定元本額
（2022年3月期末）

該当ありません。
（2023年3月期末）

該当ありません。
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 証券化エクスポージャーに関する事項
●投資家として保有する証券化エクスポージャーの額及び主な原資産の種類別の内訳

2022年3月期末 2023年3月期末
事業性貸付債権 4,669 4,470
合　計 4,669 4,470

（単位：百万円）

（注）再証券化エクスポージャーはありません。

●�投資家として保有する証券化エクスポージャーの適切な数のリスク・ウェイトの区分ごとの残高及び所要自己
資本の額

（単位：百万円）

（注）再証券化エクスポージャーはありません。

2022年3月期末 2023年3月期末
残高 所要自己資本 残高 所要自己資本

20% ― ― ― ―
50% ― ― ― ―
100% 4,427 177 4,239 169
350% ― ― ― ―
1,250% 242 121 230 115
合　計 4,669 298 4,470 285

〈単体情報〉

●�自己資本比率告示第二百四十八条並びに第二百四十八条の四第一項第一号及び第二号の規定により千二百五十
パーセントのリスク・ウェイトが適用される証券化エクスポージャーの額及び主な原資産の種類別の内訳

●貸借対照表及び損益計算書で認識されない評価損益の額
（2022年3月期末）

該当ありません。
（2023年3月期末）

該当ありません。

 出資等又は株式等エクスポージャーに関する事項
●貸借対照表計上額、時価

●上場株式等エクスポージャー （単位：百万円）
2022年３月期末 2023年３月期末

貸借対照表計上額 時価 貸借対照表計上額 時価
上場株式等エクスポージャー 103,184 103,184 95,332 95,332

（注）.１．上場株式等エクスポージャーは上場している出資等または株式等エクスポージャーであります。
２．上場証券の株価と公正価値が大きく乖離するものはありません。

●上場株式等エクスポージャーに該当しない出資等又は株式等エクスポージャー （単位：百万円）
2022年３月期末 2023年３月期末
貸借対照表計上額 貸借対照表計上額

上場株式等エクスポージャーに該当しない
出資等又は株式等エクスポージャー 7,191 7,260

●出資等又は株式等エクスポージャーの売却及び償却に伴う損益の額 （単位：百万円）

2021年度 2022年度
売却損益額 2,664 2,532
償却額 143 ―

●貸借対照表で認識され、かつ、損益計算書で認識されない評価損益の額 （単位：百万円）

2022年３月期末 2023年３月期末
評価損益 38,880 37,338

2022年3月期末 2023年3月期末
事業性貸付債権 242 230
合　計 242 230

（単位：百万円）

●投資家として保有する再証券化エクスポージャーに対する信用リスク削減手法の適用の有無及び保証人ごと又
は当該保証人に適用されるリスク・ウェイトの区分ごとの内訳

（2022年3月期末）
該当ありません。

（2023年3月期末）
該当ありません。
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定量的な開示事項
 リスク・ウェイトのみなし計算又は信用リスク・アセットのみなし計算が適用されるエクスポージャーの額

 金利リスクに関する事項
（単位：百万円）

IRRBB1:金利リスク

項番
イ ロ ハ ニ

⊿EVE ⊿NII
2023年3月期末 2022年3月期末 2023年3月期末 2022年3月期末

1 上方パラレルシフト 29,230 21,911 △.1,707 3,585
2 下方パラレルシフト 57,725 34,785 △.69 △.162
3 スティープ化 15,294 10,057
4 フラット化
5 短期金利上昇
6 短期金利低下
7 最大値 57,725 34,785 △.69 3,585

ホ ヘ
2023年3月期末 2022年3月期末

8 自己資本の額 261,612 261,864

（単位：百万円）

2022年3月末 2023年3月末
ルック・スルー方式 675,010 683,932
マンデート方式 ― ―
蓋然性方式（250％） ― ―
蓋然性方式（400％） ― ―
フォールバック方式（1,250％） ― ―
合　計 675,010 683,932

※１..「ルック・スルー方式」とは、当該エクスポージャーの裏付けとなる個々の資産の信用リスク・アセットの総額をもって信用リスク・アセット額とする方式であります。
※２..「マンデート方式」とは、エクスポージャーの裏付けとなる資産の資産運用基準に基づき最も信用リスク・アセットが大きくなる資産構成を想定し、当該資産構成をとった場合の信用リ

スク・アセット額を算出する方式であります。
※３..「蓋然性方式」とは、保有エクスポージャーのリスク・ウェイトについて、250％以下または400％以下である蓋然性が高いことを疎明した場合に、250％または400％のリスク・ウェ

イトを適用して信用リスク・アセット額を算出する方式であります。
※４..「フォールバック方式」とは、上記方式が適用できない場合に保有エクスポージャーに1,250％のリスク・ウェイトを適用して信用リスク・アセット額を算出する方式であります。
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